
委託発注表（希望型指名競争入札） 
 

千葉市 財政局 財政部 財政課 

業 種 その他委託 

業務委託名 令和７年度公会計財務書類（令和６年度決算版）作成支援業務委託 

委 託 場 所 
千葉市財政局財政部財政課 

（千葉市中央区千葉港１番１号 千葉市役所高層棟６階） 他 

委 託 概 要 

（１）趣旨 

「統一的な基準」に基づく財務書類４表等について、本市が導入している公会計業務支

援システムを利用して作成するにあたり、必要な支援業務を委託するもの。 

 

（２）具体的な内容 

業務内容は以下のとおりとする。 

ア 会計制度コンサルティング業務 

イ 固定資産台帳整備の支援業務 

ウ 財務書類４表等作成の支援業務 

 

＜参考＞ 

ア 会計数        一般会計、14特別会計、3企業会計 

イ 連結対象法人     15団体 

ウ 会計規模 

一般会計決算規模（令和５年度）  

歳 入 506,283,391千円  歳 出 502,483,041千円 

普通会計決算規模（令和５年度）  

歳 入 511,175,819千円  歳 出 506,719,699千円 

 

※参考 資産規模（令和５年度末現在） 

 一般会計等 全体 連結 

資産規模 2兆2,836億円 2兆8,186億円 2兆8,458億円 

うち事業用資産 9,432億円 9,886億円 9,948億円 

うちインフラ資産 1兆1,041億円 1兆5,561億円 1兆5,561億円 

 

履 行 期 間 契約締結日の翌日から令和８年３月３１日 



入 札 参 加 

資 格 要 件 

１ 財政局業務委託希望型指名競争入札実施要綱第３条第１項各号及び次に掲げる入 

札参加資格要件のすべてに該当すること。 

 ２ ちば電子調達システムの電子入札システムにより参加できる者であること。 

３ 令和 6・7年度千葉市委託入札参加資格者名簿へ登録していること。 

４ 令和 2年度から令和6年度までに、市もしくは都道府県の地方自治体に対し、千葉

市公会計業務支援システムと同種の機能を有したシステム（※１）を利用した「基準

モデル」又は「統一的な基準」による財務書類作成の支援業務を行った実績を有する

こと。 

５ 新地方公会計業務に従事した公認会計士又は税理士（本人もしくは所属している者

に限る。）を配置できること。 

 

（※１）同種の機能を有したシステム 

同種の機能を有したシステムとは財務会計システムから出力された財務執行情報

を自動複式仕訳変換する機能を有したパッケージソフトウェアをいう。「千葉市公会

計業務支援システム」の導入パッケージは「ＰＰＰ（株式会社システムディ社製）」で

ある。 

 

 

１ 申込受付期間   令和 7年4月21日（月）午前9時 ～  令和7年4月30日（水） 午後5時 

２ 申 込 場 所   財政局 財政部 財政課 

（千葉市中央区千葉港１番１号 千葉市役所高層棟６階） 

３ 申 込 方 法   希望型指名競争入札参加申込書（様式第１号）を記載、押印のうえ、以下の 

（１）から（２）の書類を添付して、「２ 申込場所」に提出すること。 

※郵送による提出も可（令和7年4月30日（水）午後5時までに必着のこと） 

（１）資格要件４に関する実績を示す関係書類。 

実績が多数ある場合は任意の契約の関係書類（最大３件とする。）を添付すること。  

（２）資格要件５に関する「様式ア 業務従事者届出書」 

４ 確 認 事 項   本委託は千葉市財政局の「希望型指名競争入札制度のてびき」に基づき発注する。 

５ 問 合 せ 先   千葉市 財政局 財政部 財政課 予算第三班 山内 

           電話：043-245-5102  FAX：043-245-5535 

           E-mail: koukaikei_zaisei@city.chiba.lg.jp 

６ そ の 他   審査のうえ、資格要件等に適合しなければ指名しないことがある。また、指名後

に資格要件等に適合しなくなった場合には、指名を取り消すことがある。 

            


